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１．はじめに
　近年，インターネットの社会生活への浸透
を反映させたイノベーションに係る議論にお
いて，ユーザーをイノベーション主体とした
議論が盛んに行われている。これは，イノベー
ションそのものの概念把握の曖昧さとその解
釈の幅広さにその一因がある。確かに，多く
の製品・サービス領域でのコモディティ化の
進展は，製品・サービスに「意味づけ」を行
う主役が売り手から買い手へとシフトさせる
大きな要因となる。そして，その意味づけは，
インターネットを通じたC to Cという形でグ
ローバルに展開し，その結果としての特定商
品の意味づけが創生されることも多い。この
点でユーザー主導という視点の重視は当然の
帰結であろう。しかしながら，製品差別化が
競争優位性の源泉として戦略上確固たる位置
を占めていた段階で，かつてのマーケティン
グ研究におけるロジャーズの普及理論，イノ
ベーション研究のフォン・ヒッペルのリード・
ユーザー論や消費者行動における関与論など
の優れた先行研究でも，製品・サービスの「意
味づけ」に大きな役割を演じるのはユーザー
（消費者）であるという視点であった。1
　では，何が昨今の議論をリードしていて，
どこが先行研究と異なるのであろうか。その
解明の糸口のひとつは，企業の提供するシー
ズと消費者の発するニーズとの位相にあると
考えられる。つまり，企業が顧客とのコミュ
ニケーションという「場」を通じて，従来の
マネジリアル・マーケティングの変質を図り，
そこから生活のなかに自社の製品・サービス
を埋め込んでいくという相互作用性を重視し
たリレーショナル（関係性）マーケティング
ないしダイアログマーケティングと呼ばれる
マーケティング視点と，従来受け手であった
顧客（消費者）が提供される製品・サービス
の生活の場での価値を自ら創出することで主
導的に企業の製品開発を誘導していくという
ユーザーイノベーションとの位相，すなわち，
環境変化のなかに表れる特定の状況や位置づ
けを考察することで，現代そしてこれからの
企業の競争優位創出の枠組みを検討すること
が必要であると考えられる。
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２．ニーズとシーズとの摺り合わせの「場」
2-1．コンピタンスの創出
　プラハラード（Prahalad,C.K.）が，今から
20年ほど前の1994年にゲーリ ・ーハメル（Gary 
Hamel）との共著で出版した“Competing for 
the Future”（邦題『コア・コンピタンス経営』）
においてコア・コンピタンス（企業独自の強
み）という競争力の源泉を明確に示す概念を
提示した。企業は現在の競争優位の維持発展
を図るだけでなく，未来の競争優位の確立も
目指さなければならない。そのために企業が
活用するのがコア・コンピタンスであり，長
期的な展望を図ってコア・コンピタンスを育
成，発展しながら企業自身のイノベーション
に努めなければならないと説いた。それから
10年後の2004年には，ベンカト・ラマスワミ
（Venlat Ramaswamy）との共著で“The Future 
of Competition”（邦題『コ・イノベーション
経営』2013年復刊）において，今度は価値共
創という企業と消費者との一体化を意図した
概念を提示した。企業中心の価値創造という
従来的な発想を捨て，企業と顧客とが一体と
なって顧客に新しい感動を与える価値創造を
行うことが極めて重要であると説いた。そこ
では，企業のコア・コンピタンスの源泉に仕
入先や事業パートナー，そして消費者や消費
者コミュニティも含めて戦略を考えることが
必要であるという主張がされている（表１及
び表２を参照）。
　ここでの消費者が新しいコンピタンスの重
要な源泉であるという指摘は，図１にみられ
るように，2000年代に入ってからの競争戦略
やマーケティングの諸研究に多く見られる概
念である。表２にも示されるように，「仕入れ
先から消費者に至るまで，企業を取り巻く
ネットワーク全体を，コンピタンスの源泉と
して捉えるべき」２であるという新しい戦略観
に基づいた企業の組織能力と市場との摺り合
わせの場づくりである。彼らの主張する以下
の叙述は，現在私たちが直面する企業シーズ
とユーザーニーズとの「摺り合わせの場」を
示している。３
２ Prahalad & Ramaswamy(2004)，訳書，p.246。
３ 同訳書，p.247。
表１．価値創造プロセスの変容
企業と製品をベースにした
価値創造
個々の消費者と経験をベース
とした価値創造
価値とは何か 価値は製品やサービスと結びついて
おり，製品やサービスを軸に競争が
展開する
価値は経験と結びついており，製品
やサービスの役割は，個人やコミュ
ニティの経験を後押しすることにあ
る。消費者経験を軸に競争が展開す
る
企業の役割 価値の中身を決め，消費者に提供す
る
個々の顧客を巻き込んで独自の価値
を共創する
消費者の役割 企業の提示する製品やサービスを受
身で購入する
積極的に価値を探し，創造し，手に
入れようとする
価値創造の考え方 価値を創造するのは企業である。消
費者には，多彩な製品・サービスの
中から，どれかを選ぶ余地が与えら
れている
消費者が企業や他の消費者とともに
価値を共創する
（出所）Prahalad & Ramaswamy(2004)，訳書，p.241より引用。
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表２．新旧の戦略観
従来の企業中心の戦略観 共創を前提とした戦略観
戦略の目標 既存の業界の枠内に自社を位置づけ
る
新しい価値の源泉と事業機会を追求
する
経営資源への見方 経営資源は固定している－自社を中
心とした見方
必要に応じて外部のものを利用する
－仕入先，事業パートナー，顧客な
どにも目を向ける
重要な経営資源 財務資本，物的資産 人材，経験ネットワーク内の知識，
各当事者と対話するためのインフラ
業界の全体像 安定と均衡を追求する 不安定で均衡の崩れた状態に対処す
る
戦略責任者 経営トップ 組織全体－ラインマネジャーが重要
な役割を担う
戦略の立案方法 分析主体 分析を基に組織的に立案
経営者の役割 経営資源の配分 コンピタンスの利用－経営資源の有
効活用と配分
時間の長さ 長期 長期・短期両方
実施内容 戦略の立案と実行 長期的な大目標に向けて，新たな発
見や，積極的な学習と適応を重ねて
いく
（出所）Prahalad & Ramaswamy(2004)，訳書，p.345より引用。
　経営者としては，さまざまな工夫を凝
らして，消費者を含む外部のコンピタ
ンスを有効活用する方法を探るべきだろ
う。
　その際に，「わが社の発案ではない」と
いう意識が妨げとなるおそれがある。と
いうのも多くの人は，自分たちの部門や
社内で生まれた以外のアイデアについて
は，受け入れ，支援し，広めるのに慣れ
ていないのだ。だが今や，新しいマネジ
メント手法が求められており，企業の技
能ベースについての発想を改めなくては
ならない。技能の保有と利用，両方に関
して，慣れ親しんだ手法を捨てるべきな
図１．コンピタンスの源泉についての考え方
事業ユニットが
知識の源泉である
第1段階
（～ 1990年）
企業はコンピタン
スの集まりである
第2段階
（1990年～）
仕 入 れ 先 や 事 業
パートナーもコン
ピタンスの源泉で
ある
第3段階
（1995年～）
消費者や消費者コ
ミュニティもコン
ピタンスの源泉と
して重要である
第4段階
（2000年～）
→ → →
（出所）Prahalad & Ramaswamy(2004)，訳書，p.246より引用。
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のである。
　この指摘は，それまでの主に組織内部で行
われていた経営資源の総体としての組織能力
形成から，その組織能力形成プロセスに企業
にとっての中間組織的存在の事業体や市場そ
のものである顧客・消費者を組み込んで形成
する方向への転換を意味している。
　ここで摺り合わせの場という表現を敢えて
用いるのは，この段階でプラハラード／ラマ
スワミは，企業の価値創造活動の変容をコア・
コンピタンスの源泉が変化しつつあるという
認識として示しているからである。企業がそ
の経営資源の適切な配分と獲得を通じて構築
してきたコア・コンピタンスは，企業の諸活
動領域である市場の主要素であるサプライ
ヤーや流通業者，そして消費者を自らの経営
資源の総体である組織能力へどのように組み
込んでいくかという認識へのシフトを明確に
示したのである。その認識が，価値の所在は
製品からパーソナル経験へと移り変わり，こ
のことがイノベーションの軸足が製品空間か
らソリューション空間へ，さらには経験空間
へと移行する，という主張となって表れてい
る。４
　ところが，さらにそれから10年余経った現
在，今は亡きプラハラードが説いたコア・コ
ンピタンスという長期的視点に立った企業独
自能力の構築が揺らいでいる。否，そもそも
経営学での企業にとってのステークホルダー
が，経済学とは異なり，株主以外に顧客や従
業員（その家族を含め），そして関連会社等
を含めていることを考えると，かつてのプラ
ハラード＝ハメルが説いたコア・コンピタン
ス概念での以下の主張の意味は重要であると
言えよう。５
　技術主導か顧客主導のどちらかを選ぶ
という選択は危険である。技術的なリー
ダーシップは，顧客ニーズに基づいてい
なければ経営資源のムダであることは
一目瞭然である。しかし同様に，既存の
顧客から何らかの方向性が出てくるのを
待っているようでは，他社に先駆けて未
来のチャンスを見つけることはできな
い。…（中略）…未来をつくり上げてい
く企業とは，独自の企業力を生かしなが
ら基本的な顧客ニーズに応える新しいや
り方を常に模索している企業である。
2-2．経営資源と市場との関係性
　この点を明確に示しているのが，リレー
ショナル（関係性）マーケティングないしダ
イアログマーケティング６と呼ばれるマーケ
ティング視点に係る議論である。かつて和田
(1998)は７，
　顧客としての生活者は，企業が製品や
サービスを市場に提供する対象としての
「他者」ではない。ここに，伝統的な行
為主体と行為対象としての客体といった
二分法的な認識から，企業と生活者は，
交互作用的・双方向的コミュニケーショ
ン活動によって融合し，両者が一体化し
相互に支援動機を包摂するという，関係
性マーケティングの基本的なスタンスが
浮かび上がってくる（表３参照），
と述べ，企業と生活者との深いインタラク
ティヴ・コミュニケーションの継続を通して，
双方に革新が発生し，これらのプロセスの繰
り返しによって企業と生活者が融合化し一体
化し，結果として双方に支援動機が発生する，
と主張した（図２参照）。
　そして，最終的には企業にとっては「マイ・
カスタマー」が誕生し，生活者にとっては「マ
イ・カンパニー，マイ・ブランド」が誕生す
ることになり，このようなプロセスのなかで
誕生した「マイ・カスタマー」は企業にとっ
ては特定多数の顧客であり，「カスタマー・ア
セット（customer assets）」である，というの
が和田が示した関係性マーケティングの概念
である。
４ 同訳書，p.249-255。
５ Hamel and Prahalad(1994)，訳書，pp.368-369.
６ ダイアログという表現については，石井／石原
(1999)において，「価値・通路モデルとは異なる
コミュニケーション」あるいは「一筋縄でいか
ないコミュニケーション」のことをダイアログ
と名付けられた。p.ⅷ.
７ 和田(1998)，p.73.
関係性競争戦略試論
─ 31 ─
　この和田が示した関係性マーケティングア
プローチは，和田自身によってさらに，従来
の「ブランド・ロイヤルティ」概念から「ブ
ランド価値共創」概念へと繋がっていった８。
この一方向的な消費者ブランド価値＝ブラン
ド・ロイヤルティの否定から，ブランドを企
業と消費者とのコミュニケーションツールと
位置づける考えは，先のプラハラード／ラマ
スワミが説いた企業と顧客とが一体となって
顧客に新しい感動を与える価値創造を行うこ
表３．マネジリアル・マーケティングと関係性マーケティングの比較
マネジリアル・マーケティング 関係性マーケティング
基本概念 適合（フィット） 交互作用（インタラクト）
中心点 他者（顧客） 自他（企業と顧客）
顧客観 潜在需要保有者 相互支援者
行動目的 需要創造・拡大 価値共創・共有
コミュニケーション流 一方向的説得 双方向的対話
タイムフレーム 一時的短期的 長期継続的
マーケティング手段 マーケティング・ミックス インタラクティヴ・コミュニケー
ション
成果形態 購買・市場シェア 信頼・融合
（出所）和田(1998)，p.72より引用。
図２．企業と生活者の一体化プロセス
（出所）和田(1998)，p.74より引用
企　業 生 活 者
感動・共感・共鳴・共動
融　合
革　新
支援動機
交互作用的双方向的コミュニケーション
８ 和田(2002)を参照されたい。
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とでのコア・コンピタンス創出という考えと
同一線上にあるものである。企業が提供する
製品・サービスに対して継続的消費をもたら
すブランドそしてブランド形成に裏付けられ
た信用は，企業の競争優位性を創出する情報
的経営資源であり，コア・コンピタンスに他
ならない。プラハラードらや和田は，この情
報的経営資源を企業と顧客との「綱引き」的
活動でなく，共創という双方向的コミュニ
ケーション活動を通じて創出すべきであると
主張したのである。
　ところが，こうした主張は，1980年代の消
費者行動研究の「関与」概念に遡ってみると，
そこにも共通の認識が存在する。そもそも和
田自身が，ブランド・ロイヤルティ形成の背
景として消費者の関与状況を，社会心理学に
おける先行研究を援用する形で，製品の購買
および消費と消費者のもつ自己概念との間の
結びつきの程度，と定義し９，そこから関与
概念そのものは，製品と自己概念との関係，
あるいは目標と刺激との関係，価値と対象物
との関係を意味しているのではなく，これら
の結びつきの程度によって発生する，結果と
しての心的状態を意味しているということで
ある10，という指摘をしている。つまり，関
与概念－消費者情報処理－マーケティング戦
略－ブランド・ロイヤリティ形成の諸関係を
明確することが適切なマーケティング戦略構
築に繋がることを主張していたのである。関
与概念はあくまで消費者が対象に対して動機
づけられた状態であり，心理的状態を指す概
念であると言われるが11，消費者が動機づけ
られた状態とその後の購買行動を，企業が提
供する対象としての製品・サービスと絡めて，
その情報処理を双方向的に行うことで企業の
情報的経営資源へと繰り込んでいくプロセス
の重要性については，和田が示した関与概念
の中にもみられたのである。
　つまり，コア・コンピタンスの源泉として
の消費者，その消費者の購買行動における自
己概念との結びつきである関与，そしてその
関与を通じた情報的経営資源の創出を企業と
消費者（＝顧客）との双方向的コミュニケー
ションによって共創していき，そこから競争
優位性を創出するという企業のシーズと市場
のニーズとの摺り合わせの場が関係性という
用語に込められることになる。
３．ニーズが創る「消費」
3-1．リード・ユーザーとの共創
　さらに，顧客（消費者）が提供される製品・
サービスの生活の場での価値を自ら創出する
ことで主導的に企業の製品開発を誘導してい
くというユーザーイノベーションという考え
が展開されている。この議論においては，そ
もそものイノベーションの捉え方が第一義的
に検討される必要があるが12，ここでは，フォ
ン・ヒッペル（von Hippel,Eric A.,）のリード・
ユーザー論が説くところの，既存の製品に対
して明確に不満を持っているユーザーが，彼
らのニーズを満たす新製品の開発に関与する
傾向が強いというキー概念とその系譜的に議
論されているユーザーイノベーションという
どちらかというと企業の受身姿勢への転換と
捉え兼ねられない議論に焦点を当てて検討し
てみる。
　フォン・ヒッペルのリード・ユーザー論を
基本としてその見解を展開させている小川
（2000）は，ニーズ情報の重要性を基盤とし
て以下のように述べている13。
９ 和田(1983)。
10 和田(1984)および西原(2013)を参照されたい。
 　なお，関与概念は，消費者行動研究の領域で
長年概念規定や測定方法，類型化等に関する議
論が行われてきた。そのなかで，とりわけ類型
化に関する議論では，消費者の意思決定過程自
体を高関与型と低関与型とに類型化されてい
る。本稿では，こうした議論の詳細な側面では
なく，そもそも消費者の意思決定における関与
という概念を企業のマーケティング戦略との関
係で捉える視点の有意性を重要視する。関与概
念と消費者の情報処理に関しては，例えば青木
の一連の研究並びに和田(2013)を参照されたい。
11 西原(2013)，pp.320-321.
12 この点については永山(2014)で言及。
13 小川(2000)，p.283.
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　新製品開発に役立つ情報を持っている
ユーザーは，ごく限られた集団であり，
その情報はメーカーにとって粘着性14が
高いものだと考えている。ここでその
ユーザーを一般ユーザー（routine user）
と区別するため，リード・ユーザー（lead 
user）と呼ぶとすれば，そのようなリー
ド・ユーザーは日常業務あるいは日常生
活の中で既存製品では解決されない問題
に直面している。そしてそこでの問題
は，時間の経過とともに他の一般ユー
ザーの問題にもなっていく。以上のよう
な考えのもとに，企業ではリード・ユー
ザーを特定し，そのリード・ユーザー達
に自身の問題の特定とそれを解決する製
品（サービス）の提案をしてもらうよう
にしている。あるいは，リード・ユーザー
の意見からプロトタイプを作成し，その
後，それを一般ユーザーにテスト的に使
用（消費）してもらう中から製品の完成
度を上げていく。
　ここでのポイントの第一は，粘着性の
高い新製品開発に役立つ情報を持ってい
るユーザーはごく少数だと考えているこ
と。第二に，その開発でリード・ユーザー
を探し出し，彼ら主導で製品開発を進め
てもらうことにスタッフは努力を集中し
ていること。
　この小川の主張は，「イノベーションの民主
化」という製品・サービスの作り手であるメー
カーでなく，使い手であるユーザーのイノ
ベーションを起こす能力と環境が向上してい
る状態を説くユーザーイノベーションの考え
へと繋がっていく15。小川（2013）は，企業
の競争優位の源泉を考えるにあたって，顧客
や社会を満足させるために創造され，「もの」
に転写され，ユーザーに伝達される設計情報
は，いつも「メーカー企業からユーザーに向
かって」流れるだけで良いのか。そして設計
情報を「よどみなく，効率的に，かつ正確に」
流すことだけを目標に能力構築をしていけば
良いのか。こうした疑問に応える形での消費
者が主役となっての消費社会の形成とその主
役を引き立てる脇役としての企業という構図
を示している。それは，あたかも藤本の「も
のづくり能力構築」論16，延岡の「コア技術」
論17へのアンチテーゼであるようにも思える。
その根底に据えられているのは，インター
ネット社会おいては，消費者のもつ発想や能
力が企業のそれを凌駕している，という現状
認識であり，実際に企業で行われている手法
である（表４参照）。とりわけ，クラウドソー
14 小川(2000)によると，情報の粘着性とは企業の
問題解決活動における情報の移転の難しさにか
かわる概念で，
 　－ 情報粘着性が高くなるほど、情報の移転は
難しくなる
 　－ 情報粘着性が低くなるほど、情報の移転は
容易になる
 　「情報粘着性」＝「情報の移転にかかる費用 
　　の大きさ」
 という特徴を有する。詳しくは小川(2000)を参
照されたい。
15 イノベーションの民主化については，von 
Hippel(2001，2005)並びに小川(2013)を参照され
たい。
16 たとえば藤本隆宏の一連の研究。
17 延岡(2011)を参照されたい。
表４．クラウドソーシング，リードユーザー法，伝統的手法の比較
クラウドソーシング リードユーザー法 伝統的手法
探索範囲 広い 狭い ターゲットに焦点
探索する論理 自己選択 ピラミッディング 無作為抽出
開発過程のオープン度 オープン クローズド クローズド
需要予測者 集合知(外部群衆) 社内専門家 社内専門家
（出所）小川(2013)，p.137より引用。
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シングは，リードユーザー法と異なる方法で
リード・ユーザーを発見し，製品アイデアの
創造過程に組み込む手法として高い評価が下
されている。
　こうしたニーズ情報としてのユーザーの主
役化は，小川(2006)による以下の指摘が重要
な意味をもつ18。第1に，川下企業による川上
企業の有限優良資源の吸引（小川は資源吸引
と呼ぶ）であり，第2に，複線型開発である。
　流通企業のPB（プライベートブランド）製
品はメーカーとの共同開発であり，メーカー
の有限優良資源を自社に優先的に配分しても
らえるかが競争優位のカギを握る。競争的共
創を通じて，競争優位を発揮するために流通
企業はさまざまな工夫を施し，メーカーの有
限優良資源を吸引する必要がある。
　一方でメーカーは，消費の多様化，競争激
化が進む中で，競争的共創を自社の開発体制
に組み込み，競争優位を発揮しようと単線
型から複線型の開発体制に転換する必要があ
る。従来型のすべての製品がヒットすること
を期待する「単線型」開発から，製品ごとに
異なる役割を与え，それらを総体として管理
し，売上・利益とブランド訴求力の同時向上
を図る開発枠組みである「複線型」への転換
が不可欠である。この際，大規模小売企業を
開発パートナーとして取り込むことが必要で
ある。
　このように小川は，競争的共創という複数
の企業が開発過程で協同し，競争的に消費者
にとっての付加価値を共創していくには，上
述の２つが極めて重要であると提示してい
る。それは，先に引用したプラハラード／ラ
マスワミの指摘とある意味同一線上にある見
解である。つまり，コア・コンピタンスの源
泉としての消費者やサプライヤ ・ー流通業者，
そして技能の保有と利用，両方に関して，慣
れ親しんだ手法を捨てるべきである，という
新たなマネジメント導入である。
　しかしながら，榊原の小川(2013)への書評
で指摘されているように，ユーザーの活躍を
強調する余り，メーカーの果たす役割が矮小
化されている19。実際，製品開発とその普及
プロセスがすべてユーザーに委ねられている
わけではない。もし，そのような状況であれ
ば，企業はユーザーが示す「仕様書」とおり
に製品・サービスを提供するだけの存在にな
り，それはあたかも注文通りにものを作れる
腕の良い「手作り工房」でしかなく，企業評
価もまた，その注文整合性で計られることに
なる。
　加えて，製販におけるパワーシフトによる
流通業者のPB浸透に伴う製品開発とメーカー
主導の製品開発との市場棲み分けへの考慮が
求められる。流通業者のいわば後方的垂直統
合であるメーカーの有限優良資源吸引が盛ん
に行われる製品領域と複線型製品開発が行わ
れる製品領域の特徴を認識したうえでの議論
が求められる。
　確かに，インターネット社会においては
「物言う」ユーザーの存在は大きなものであ
る。その「声」が製品・サービスの「意味づ
け」として同じ束なって集まれば集まるほど
消費大衆化することは事実であり，マネジリ
アル・マーケティングはその形成に力を入れ
てきたし，先に検討した消費者関与の概念も
この延長線上での議論である。しかし，声が
直接社会にアナウンスされるインターネット
社会では，その声の束ね方そして意味づけも
変化・変質することは至極当然である。プラ
ハラードらや関係性マーケティングでの「共
創」という概念ではあくまで主役は企業であ
り，ユーザーの「声」をどのように組み入れ
て企業の競争優位性を獲得していくかが課題
であった。ややもすると，リード・ユーザー
論やユーザー・イノベーションの議論は，そ
の声の扱い方を企業に問うのでなく，声ある
ユーザーに企業が従うという論理が強い。
　 か つ て ハ ー シ ュ マ ン(Hirschman,Albert 
O.,1970)は， 離 脱(exit)， 発 言(voice)， 忠 誠
(loyalty)という人間の社会的行為の三類型の
枠組みを提示して組織社会における人間の行
動原理を的確に示した。インターネットとい
18 小川(2006)，pp.8-9.
19 榊原清則「ブックレビュー 79」『マーケティング
ジャーナル』Vol.34,No.1(2014)，pp.170-172。
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う情報ツールが飛躍的に発展し続ける社会に
あっては，リード・ユーザー論の主張は大き
な意義をもつ。その一方で，そこにはハーシュ
マンのいう離脱・発言というユーザーの離脱
オプションと発言オプションとが無秩序に展
開される危険を孕んでいる。ハーシュマン
(1970)の邦訳版(2005)訳者である矢野は，ハー
シュマンの主張では，状況の変化，刺激に対
する「反応」という考え方が非常に重要であ
り，ある主体が反応し，別の主体がその反応
に応ずるというプロセスが注目されている，
と指摘している20。この反応という考え方は，
先にみた関与概念での高関与と低関与との類
型化における基盤原理である。このハーシュ
マンのいう「反応－応答」のプロセスを，消
費者を主役的に捉える議論がリード・ユー
ザー論であり，企業を主役的に捉えるのが次
に検討するオープン・イノベーションの議論
である。
3-2．オープン・イノベーションという共創
　オープン・イノベーションの提唱者である
チェスブロウ(Chesbrrough,Henry W.,,2003)は，
企業が自らアイデアを発展させ，マーケティ
ングし，サポートし，ファイナンスをしなけ
ればならないという従来型のイノベーション
を「クローズド・イノベーション」と呼んだ。
そのようなクローズド・イノベーションから
のパラダイム・シフトとして，企業が技術革
新を続けるためには，企業内部のアイデアと
外部（他社）のアイデアを用い，企業内部ま
たは外部において発展させ商品化を行う必要
があると主張し，企業内部と外部のアイデア
を有機的に結合させ，価値創造を行う「オー
プン・イノベーション」を提唱した。このオー
プン・イノベーションは，アイデアを創造し
た企業がそのアイデアを商品化するのが基本
である。しかし，商品化するのはアイデアを
創造した企業である必要はない。また，商品
化するアイデアも当該企業が創造したアイデ
アに限らない，というこれまでの研究開発プ
ロセスとは全く考え方が異なる，と主張し
た21（表５参照）。
20 Hirschman(1970)，訳書，「訳者あとがき」，
pp.206-207。
21 Chesbrough(2003)，訳書，pp.8-10。
表５．クローズド・イノベーションとオープン・イノベーションの比較
クローズド・イノベーション オープン・イノベーション
当該分野で最も優秀な人材を雇うべきである。 社内に優秀な人材は必ずしも必要ない。社内に
限らず社外の優秀な人材と共同して働けばよい。
R&Dから利益を得るためには，発見，開発，商
品化まで独力で行われなければならない。
外部のR&Dによって大きな価値が創造できる。
社内のR&Dはその価値の一部を確保するために
必要である。
独力で発明すれば，一番に市場に出すことがで
きる。
利益を得るためには，必ずしも基礎から研究開
発を行う必要はない。
イノベーションを初めに市場に出した企業が成
功する。
優れたビジネスモデルを構築するほうが，製品
を市場に最初に出すよりも重要である。
業界でベストのアイデアを創造したものが勝
つ。
社内と社外のアイデアを最も有効に活用できた
者が勝つ。
知的財産権をコントロールし他社を排除すべき
である。
他社に知的財産権を使用させることにより利益
を得たり，他社の知的財産権を購入することに
より自社のビジネスモデルを発展させることも
考えるべきである。
（出所）Chesbrough(2003)，p.xxviより引用。
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　チェスブロウは，既存事業の成長や新規事
業への進出には，社外の知識と社内の知識を
結合させることが必要であり，そのためには，
社内に知識を蓄積すると同時に，知識を交換
できるような人材・能力の取得が不可欠であ
ると述べている。この指摘は，先の表２にあ
るプラハラード／ラマスワミの共創を前提と
した戦略観で示された「経営資源への見方」
と「重要な経営資源」での指摘であり，小川
(2006)のいう有限優良資源の吸引と複線型製
品開発である。
　プラハラード／ラマスワミは，企業と消費
者が対等な立場で問題解決に当たる際に，両
者を繋ぐ接点になるのが製品であると捉え
る22。製品を企画・設計する折には，企業と
消費者，両方の問題解決力や行動パターンを
活かして，独自の経験を共創しなくてはなら
ない。この作業次第で，両者にとって将来に
繋がる能力を生み出せるかどうか，制約が増
えるか減るかが決まると述べている。ここで
の「経験の共創」という概念が有限優良資源
の吸引と複線型製品開発というリード・ユー
ザー論との接点となっていると考えられる
（表６参照）。星野／中井／村上(2015)の，オー
プン・イノベーションにユーザー・イノベー
ションを含めるとしたうえでの以下の叙述
は，ある意味この点を端的に示しているとい
えよう23。
　ユーザ ・ーイノベーションについては，
オープン・イノベーションとは異なる文
脈で語られてきた。しかし，外部の経営
資源を戦略的に使うことによって，自社
の経営資源の価値を高めるという点，さ
らに既存の自社のネットワークの範囲を
超えるイノベーションのタネの探索とい
う点でも，このユーザー・イノベーショ
ンはきわめてオープンなものである。
表６．共創経験への移行
従来の取引 共創経験
かかわり合いの目的 経済価値の獲得 魅力的な共創経験通した価値
の共創，経済価値の獲得
かかわり合いの中心 バリューチェーンの末端で一
度限り
いつでも，どこでも，繰り返
し可能
企業と消費者の
関係
取引が主体 いくつもの共創経験に焦点を
当てた交流と取引
選択の際の着眼点 製品，サービス，機能，製品
パフォーマンス，業務手順の
多彩さ
多数のチャネル，選択肢，取
引手法により共創経験を実現
し，価格に対して優れた経験
をもたらす
企業と消費者の
かかわり方
受け身，企業が主導，1対1 積極的，企業・消費者のどち
らも主導するケースがある，1
対1あるいは1対多
品質の重点 社内業務プロセスと製品の質 消費者と企業間のやり取りや
共創経験の質
（出所）Prahalad & Ramaswamy(2004)，訳書，p.108より引用。
23 米倉／清水(2015)，p.272。22 Prahalad & Ramaswamy(2004)，訳書，第12章。
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　プラハラード／ラマスワミが共創経験の最
も重要な点として挙げたのが，消費者各人に
とっての経験の質であることを鑑みれば24，
企業と消費者との特定対象＝製品に向けられ
た共有された状況・情況をどのように情報的
資源として蓄積し，それをどのように活かし
ていくかが，企業の競争優位性創出の鍵とな
る。それは，拡大した知識や技術を集約して，
顧客により良い製品・サービスを，より安く，
より速く提供するためにオープン・イノベー
ションは必要である，という米倉の指摘が示
すように25，企業のゴーイング・コンサーン
そのものを意味している。社内知識よりも社
外知識が急速に拡張し，知識が偏在する現代
では，コア・コンピタンスの暗黒面であるコ
ア・リジディティ（core-rigidity；硬直性）の
危険が増している。企業が長年にわたって蓄
積してきたコア・コンピタンスのみを支えに
生き残ることは，もはや不可能である26，と
クリステンセン（Christensen,J.E.,2006）が指
摘している。共創という概念を用いた種々の
アプローチは，企業経営とその競争戦略の新
たなあり方の探求を求めているのである。
４．むすび
　製品・サービスを媒介とした企業と市場＝
顧客との相克は，第2次大戦後以降のマネジ
リアル・マーケティングの高度な展開によっ
て，企業の「消費者ニーズを反映させた」シー
ズの徹底という形で，いわば相克というより
企業の顧客への説得ともいうべき状況にあっ
た。ところが，情報通信技術の飛躍的発展と
その徹底した利活用とが生み出したインター
ネット社会の浸透が，企業と市場＝顧客との
間に相克を創り出した。とりわけ，消費者に
備わったインターネットという道具は，世界
中の様々な情報を隈無く受発信させ，個人の
知識・情報をオープンなものとして拡散させ
ていった。加えて，世界経済における富の分
散に伴う世界的なデフレ経済状況が産み出し
た製造業と流通業とのパワー転換により，従
来型の製造業による「消費者ニーズを反映さ
せた」シーズの徹底は不可能となった。その
ため，ハーシュマンのいう「発言」「離脱」が
インターネットという道具を誰もが利用する
ことで，ある意味無秩序に行われる状況が登
場した。
　本稿では，上述の状況にある現代における
企業の競争戦略のあり方について考察を行っ
た。企業の経営資源の総体としての組織能力
が創り出すのが競争力であり，相対的な競争
優位性である。企業の独自能力であるコア・
コンピタンスを創出する経営資源に顧客・消
費者やサプライヤー・流通業者等を組み込ん
でいく必要性があるという「共創」という概
念。この「共創」の捉え方が様々な議論を生
み出している。しかしながら，いずれの議論
であっても，その共通分母は企業と顧客・消
費者との間にある双方向的コミュニケーショ
ン行為である。関係性マーケティングの議
論，ユーザーイノベーションの議論，オープ
ン・イノベーションの議論，いずれもそこに
あるのは，世界に偏在する様々な情報を企業
の経営資源として組み入れていくことの不可
欠性であり，従来型の企業ロジックの転換で
ある。米倉・星野(2015)が，「オープン・イノ
ベーションという選択は，オープンと称しな
がらもすぐれて企業の内部整理の問題なので
ある」27と述べているが,この指摘が示すよう
に，共創という企業シーズと顧客・消費者ニー
ズとの「場」のあり方は，企業の経営資源の
獲得・蓄積，そしてその配分・展開という競
争戦略の基本設定のあり方を問うていること
である。
24 Prahalad & Ramaswamy(2004)，訳書，p.109，
25 米倉／清水(2015)，p.281。
26 Chesbrough,Vanhaverbeke and West ed.（2006），
訳書，p.89。 27 米倉／清水(2015)，p.3。
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